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（１）収益的収入及び支出

収　入

支　出

補　正 予備費

予算額 支出額

円 円 円 円 円 円 (うち仮払消費税及

び地方消費税

1,902,799円)
(うち仮払消費税及

び地方消費税

1,902,799円)

　第3項 特別損失 5,000 0 0 0

0 0 0

5,000

　第4項 予備費 1,280,000 0 △ 1,280,000 0 0 0 0 0

0 5,000 0 5,000 0 0

98,393,572 0 717,428

　第2項 営業外費用 4,610,000 3,200,000 0 0 0 7,810,000 0 7,810,000 6,838,600 0 971,400

　第1項 営業費用 89,532,000 8,299,000 1,280,000 0 0 99,111,000 0 99,111,000

円 円 円 円 円

第1款 簡易水道事業費用 95,427,000 11,499,000 0 0 1,693,8280 106,926,000 0 106,926,000 105,232,172 0

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営企
業法第２６
条第３項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考当　初 流　用 地方公営企業
法第２４条第
３項の規定に
よる支出額

小 計

地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よる支出額

合 計
予算額 増減額

107,881,517          146,517
費税　3,058,826円）

748,311

（うち仮受消費税及び地方消
費税　3,054,281円）

　第2項 営業外収益 61,414,000 13,472,000 0 74,886,000 74,284,206

　第1項 営業収益 35,179,000 △ 2,330,000 0 32,849,000 33,597,311

  △ 601,794

（うち仮受消費税及び地方消

費税　4,545円）

備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営企業法第
２４条第３項の規
定による支出額

合 計
べ 決 算 額 の

令和６年度簡易水道事業決算報告書

増　　　    減

第1款 簡易水道事業収益

円 円 円 円 円 円

区 分

予 算 額

決 算 額

予 算 額 に 比

（うち仮受消費税及び地方消

96,593,000 11,142,000 0 107,735,000
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（２）資本的収入及び支出

収　入

支　出

流　用 継　続　費 継続費逓

増減額
逓次繰越額 次繰越額

円 円 円 円 円

0 635,000

 第1項 建設改良費 64,920,000 △ 470,000 0 64,450,000 0 0 64,450,000

0 45,276,000 第2項 企業債償還金 45,276,000 0 0 45,276,000 0

 第5項 予備費 635,000 0 0 635,000 0

11,151,502

及び地方消費税

6,585,017円）

円 (うち仮払消費税

53,935,200 0 0 0 10,514,800

(うち仮払消費税

及び地方消費税

6,585,017円）

円 円 円 円 円 円

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

第1款 資本的支出 110,831,000 △ 470,000 0 110,361,000 0 0 110,361,000

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

区 分

予 算 額

99,209,498 0 0 0

不 用 額 備 考当　初 補　正
小 計

地方公営企業
法施行令第4
条5項の規定
による繰越額

52,031,000 52,031,000 0 第3項 負担金 52,501,000 △ 470,000 52,031,000 0 0

合 計 合 計
予算額 予算額

15,751,000 △ 3,419,000

32,800,000 △ 6,360,000

△ 9,779,000

 第1項 企業債 39,160,000 0 39,160,000 0 0 39,160,000

円 円 円 円

 第2項 補助金 19,170,000 0 19,170,000 0 0 19,170,000

区 分

第1款 資本的収入

決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

備 考
当初予算額 補 正 予 算 額 小 計

地方公営企業法施行令
第4条5項の規定による
繰越額に係る財源充当
額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額 合 計

予 算 額

円 円

110,831,000 △ 470,000 110,361,000 0 0 110,361,000 100,582,000

円 円

0 0 0 0 635,000

1,70245,274,298 0 0 0
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（単位：円）

（１） 給 水 収 益 30,493,654

（２） そ の 他 営 業 収 益 49,376 30,543,030

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 2,586,255

（２） 配 水 及 び 給 水 費 11,473,376

（３） 総 係 費 19,513,810
（４） 減 価 償 却 費 62,677,367
（５） 資 産 減 耗 費 239,965 96,490,773

営 業 利 益 △ 65,947,743

（１） 他 会 計 負 担 金 12,872,000

（２） 長 期 前 受 金 戻 入 61,362,206

（３） 加 入 金 45,455 74,279,661

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 3,709,413

（２） 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 21,000

（３） 雑 支 出 4,543,208

（４） 間 接 支 給 費 3,108,187 11,381,808

経 常 利 益 △ 3,049,890

当 年 度 純 損 失 △ 3,049,890

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 △ 3,049,890

５ 特　別　利　益

６ 特　別　損　失

１ 営　業　収　益 

２ 営　業　費　用

３ 営 業 外 収 益

４ 営 業 外 費 用

令和６年度簡易水道事業損益計算書

(令和６年４月１日～令和７年３月31日)
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前年度末処分額

当年度変動額

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものであること。

未処理
欠損金

利益剰余
金合計

令和６年度簡易水道事業欠損金計算書

(単位：円）

欠損金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

減債
積立金

その他
積立金

受贈財産
評価額

工事負担金
資本剰余
金合計

資本金
他会計補助

金

期首残高 1,091,658 2,026,127 5,410,537281,360,599 0

0

2,292,752

0

0 0 286,771,136

0 0 0 0

0

0 0 0 0

処分後残高 1,091,658 2,026,127

0
議会の議決に
よる処分額

0

5,410,537281,360,599

000

0

0

2,292,752

△ 3,049,8900

00 0

0

0

286,771,1360

0 0 0

0

△ 3,049,890 △ 3,049,890△ 3,049,890

0 0 △ 3,049,890 △ 3,049,890 283,721,246

0

0

0

281,360,599 1,091,658

00 0 0

0 0 0

0

0

△ 3,049,890 △ 3,049,890

当年度末残高

当年度純損失 00

他会計出資金 0 0 0 0

2,026,127 5,410,537

0

0

2,292,752
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（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。

処理後残高 281,360,599 5,410,537
(　繰　越　欠　損　金　)

△ 3,049,890

0

令和６年度簡易水道事業欠損金処理計算書（案）

　

資　本　金 資本剰余金 未処理欠損金

 (単位：円）

当年度末残高 281,360,599 5,410,537 △ 3,049,890

議会の議決による処分額 0 0
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（単位：円）

（１）

イ 土 地 14,006,189

ロ 建 物 34,777,802

減 価 償 却 累 計 額 △ 23,188,054 11,589,748

ハ 構 築 物 2,418,483,931

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,540,008,967 878,474,964

ニ 機 械 及 び 装 置 474,556,776

減 価 償 却 累 計 額 △ 434,686,476 39,870,300

ホ 車 両 運 搬 具 869,048

減 価 償 却 累 計 額 △ 825,596 43,452
へ 工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 0

ト 建 設 仮 勘 定 8,040,000

952,024,653

952,024,653

（１） 14,339,806

（２） 57,967,062

貸 倒 引 当 金 △ 4,000 57,963,062
（３） 5,027,039

77,329,907

1,029,354,560

令和６年度簡易水道事業貸借対照表

資 産 合 計

(令和7年３月31日)

資　　産　　の　　部

１ 固　定　資　産
有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流　動　資　産
現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
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（１）

建設改良費等の財源に充てるための企業債 204,439,174

204,439,174

（１）

42,688,962
（２） 39,023,425
（３） 150,000

81,862,387

（１） 1,448,984,935

（２） △ 989,653,182

459,331,753

745,633,314

預 り 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５ 繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

４ 流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための企業債

負    債    の   部

３ 固　定　負　債

企 業 債

固 定 負 債 合 計
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281,360,599

（１）

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,091,658
ロ 他 会 計 補 助 金 2,292,752
ハ 工 事 負 担 金 2,026,127

5,410,537

（２）
イ △ 3,049,890

△ 3,049,890

2,360,647

283,721,246

1,029,354,560負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

６ 資 　本 　金

７ 剰 　余 　金

資 本 剰 余 金
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(1) 総括事項

(2) 経営指標に関する事項

算式

概 況

令和６年度簡易水道事業報告書

97.2

10.0

94.5

810.4

65.7

　令和６年度から簡易水道事業においては、地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用し、複式簿記・発生主義の公営企業
会計に移行した。そのことにより、保有資産の価値や事業の経営状況を的確に把握することができるようになった。
　その結果、現在取り組みを進める施設の老朽化や耐震化への対策に加え、「(２)経営指標に関する事項」に示す通り、経営
の健全化が急務であることが明らかになった。長期的に安定した経営を目指すため、佐那河内村簡易水道事業経営戦略に基づ
き経営健全化を図るほか、水道技術をもった人材の育成についても、待ったなしで取り組みを進めていく必要がある。

R6年度決算値

企業債残高対事業規
模比率(％)

料金回収率(％)

累積欠損金比率(％)

流動比率(％)

指標 説明

現在の料金が大幅に原価割れしていることから、繰入
金を以ってしても補てんしきれない額の赤字が本業で
発生している。今後、独立採算を前提とした適切な料
金設定が求められる。

営業収益の10％にあたる額の欠損金が発生している。
令和７年度決算期において純利益が出るよう直ちに対
策しなければ、累積欠損金が膨らんでいき、その解消
が困難になるおそれがある。

１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わな
ければならない負債を賄えておらず、現預金等を確保
する取り組みを進める必要がある。

前年度の全国平均値よりも少なく、比較的低く抑えら
れている。今後も企業債残高を減らす取り組みを続け
ていく。

経常収支比率(％)

給水原価のうち約35％が、本業のもうけである給水収
益で賄えておらず、基準外繰入金を含む、給水収益以
外の収入で賄われている。独立採算を前提とした適切
な料金設定が求められる。

経常収益
経常費用

　当年度未処理欠損金
営業収益 − 受託工事収益

 流動資産
 流動負債

　企業債現在高合計
給水収益

 供給単価 
給水原価
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(3)

1

0 0 0 1

210給水原価(円/㎥)

一般職
会計年度任用職員

職員に関する事項

区分 課長

99.95

48.8

67.7

課長補佐

1

1

主査 係長 事務主任 主事 主事補 備　　　考

2

0 2

会計年度
任用職員

計

管路延長

当該年度に更新した管路延長
管路延長

管路経年化率(％) 10.3

水道管の老朽化・耐震化への取り組みが5年～11年遅
れていることを示している。令和4年度に策定した管
路更新基本計画は、令和15年度まで年間0.7％～1.3％
の管路を更新する計画であるが、これは経年化(2.5％
/年)よりも遅いペースであり、計画が完了する令和15
年度には経年化率25.0％と距離にして約15㎞が耐用年
数を超えた管になるおそれがある。災害時のみならず
平時から危機的状況に陥る可能性があるため、計画内
容を精査する必要がある。

管路更新率(％) 1.0

水道管の法定耐用年数は40年であるため、年間2.5%以
上の管路更新ペースが目安であるところ、年間1％
ペースでは、すべての管路を更新するのに100年を要
する。令和4年度に策定した管路更新基本計画では、
令和15年度まで年0.7％～1.3％の管路更新を実施する
こととしており、改めて計画内容の精査が必要であ
る。

前年度の全国平均値よりも少なく、低く抑えられてい
る。

0.05％程度の施設は遊休状態である。

全国平均と比べ低い割合であり、配水した水の半分以
上が家庭に届いていないことを示している。70％に迫
る固定資産が耐用年数を超過していることから、施設
の老朽化による漏水が一番に考えられる。しかし、こ
の対策には一定数の職員と多額の調査・復旧費用が必
要であるため、現在の管理体制を強化しなければ改善
は見込めない。

68％程度の固定資産が耐用年数を超過している。

0

年間総有収水量

一日平均配水量
一日配水能力

年間総有収水量
年間総配水量

有形固定資産減価償却累計額
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

法定耐用年数を経過した管路延長

有形固定資産減価償
却率(％)

有収率(％)

施設利用率(％)

計

経常費用-（受託工事費＋材料及び不用品売却

原価＋付帯事業費）-長期前受金戻入
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(4) 料金その他供給条件の設定・変更に関する事項

料金の設定（１か月につき）

超過料金（税抜）

１㎥につき　140円

基本料金
料金（税込）

1,166円
水量

使用水量　10㎥まで
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 3,049,890

　　　減価償却費 62,677,367

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 0

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,000

　　　繰延勘定等償却 0

　　　固定資産除却損 0

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　　長期前受金戻入額 △ 61,362,206

　　　支払利息 9,029

　　　固定資産売却損益（△は益） 0

　　　有価証券売却損益（△は益） 0

　　　減損損失 0

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 55,511,181

　　　受取手形の増減額（△は増加） 0

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 303,396

　　　前払金の増減額（△は増加） 0

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　　　未払金の増減額（△は減少） 24,709,798

　　　前受金の増減額（△は減少） 0

　　　その他流動負債の増減額（△は減少） 50,000

　　　　　小計 △ 32,776,480

令和６年度簡易水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 9,029

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 32,785,508

２　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 49,032,001

　　　有形固定資産の売却による収入 0

　　　無形固定資産の取得による支出 0

　　　無形固定資産の売却による収入 0

　　　固定資産の除却による支出 0

　　　有価証券の取得による支出 0

　　　有価証券の売却による収入 0

　　　貸付による支出 0

　　　貸付金の回収による収入 0

　　　国庫補助金等による収入 15,751,000

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 52,031,000

　　　寄附金による収入 0

　　　分担金による収入 0

　　　出資による支出 0

　　　基金の積み立てによる支出 0

　　　基金の取り崩しによる収入 0

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 18,749,999

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入による収入 0

　　　一時借入金の償還による支出 0
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　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 32,800,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 45,274,298

　　　その他の企業債による収入 600,000

　　　その他の企業債の償還による支出 0

　　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

　　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の償還による支出 0

　　　その他の他会計借入金による収入 0

　　　その他の他会計借入金の償還による支出 0

　　　他会計からの出資による収入 0

　　　リース債務の返済による支出 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 11,874,298

　資金に係る換算差額 0

　資金増加(減少)額 △ 25,909,807

　資金期首残高 40,249,613

　資金期末残高 14,339,806
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佐那河内村簡易水道事業会計

(単位　円)

金額

1 簡易水道事業収益 101,830,691

1 営業収益 30,543,030

1 給水収益 30,493,654

1 水道使用料 30,493,654

9 その他の営業収益 49,376

1 材料売却収益 33,906

2 手数料 15,470

2 営業外収益 71,287,661

2 他会計負担金 9,880,000

1 他会計負担金 6,860,000

他会計賞与負担金 3,020,000

6 長期前受金戻入 61,362,206

1 長期前受金戻入 61,362,206

7 加入金 45,455

1 加入金 45,455
0 0

企業債 0

3 特別利益 0

2 過年度損益修正益 0

1 過年度損益修正益 0

令和６年度収益費用明細書(横)

款 項 目 節 備　　　　　　考
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(単位　円)

金額

1 簡易水道事業費用 107,872,581

1 営業費用 96,490,773

1 原水及び浄水費 2,586,255

15 光熱水費 1,979,882

19 委託料 51,373

23 修繕費 265,000

27 薬品費 290,000

2 配水及び給水費 11,473,376

15 光熱水費 1,744,505

20 手数料 1,046,000

21 賃借料 15,000

23 修繕費 8,026,375

28 材料費 641,496

4 総係費 19,513,810

1 給料 7,591,351

2 手当 2,925,813

6 法定福利費 3,954,339

13 備消品費 42,152

14 燃料費 82,254

16 印刷製本費 24,000

17 通信運搬費 655,440

款 項 目 節 備　　　　　　考
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(単位　円)

金額

19 委託料 3,706,417

20 手数料 203,241

21 賃借料 66,240

32 負担金 11,000

33 補償金 247,563

37 貸倒引当金繰入額 4,000

5 減価償却費 62,677,367

39
有形固定資産減価償却

費

62,677,367

6 資産減耗費 239,965

42 たな卸資産減耗費 239,965

2 営業外費用 11,381,808

1 支払利息 3,709,413

45 企業債利息 3,709,413

2 消費税及び地方消費税 21,000

52 消費税及び地方消費税 21,000

3 雑支出 4,543,208

51 その他雑支出 4,543,208

間接支給費 3,108,187

期末手当 1,764,049

勤勉手当 1,344,138

款 項 目 節 備　　　　　　考

17



佐那河内村簡易水道事業会計

1頁

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

有形固定資産 2,901,701,745 54,378,000 5,346,000 2,950,733,745 1,936,031,726 62,677,367 0 1,998,709,093 952,024,653

　　土地 14,006,189 0 0 14,006,189 0 0 0 0 14,006,189

　　　　施設用地 14,006,189 0 0 14,006,189 0 0 0 0 14,006,189

　　建物 34,777,802 0 0 34,777,802 22,342,953 845,101 0 23,188,054 11,589,748

　　　　施設用建物 34,777,802 0 0 34,777,802 22,342,953 845,101 0 23,188,054 11,589,748

　　構築物 2,372,695,930 45,788,001 0 2,418,483,931 1,484,047,367 55,961,600 0 1,540,008,967 878,474,964

　　　　原水施設 11,678,922 45,788,001 0 57,466,923 4,385,097 256,168 0 4,641,265 52,825,657

　　　　浄水施設 302,916,242 0 0 302,916,242 202,236,803 7,154,508 0 209,391,311 93,524,931

　　　　配水施設 2,058,100,766 0 0 2,058,100,766 1,277,425,467 48,550,924 0 1,325,976,391 732,124,375

　　機械及び装置 474,006,776 550,000 0 474,556,776 428,815,810 5,870,666 0 434,686,476 39,870,300

　　　　電気設備 187,450,469 0 0 187,450,469 172,495,446 3,178,525 0 175,673,971 11,776,498

　　　　内燃設備 57,175,032 0 0 57,175,032 54,316,280 0 0 54,316,280 2,858,752

　　　　ポンプ設備 180,410,680 0 0 180,410,680 166,975,191 383,488 0 167,358,679 13,052,001

　　　　塩素滅菌設備 11,573,901 0 0 11,573,901 10,995,206 0 0 10,995,206 578,695

　　　　薬品注入設備 3,322,230 0 0 3,322,230 3,156,119 0 0 3,156,119 166,111

　　　　量水器 15,429,546 0 0 15,429,546 6,840,888 1,315,161 0 8,156,049 7,273,497

　　　　その他機械装置 18,644,918 550,000 0 19,194,918 14,036,680 993,492 0 15,030,172 4,164,746

　　車両運搬具 869,048 0 0 869,048 825,596 0 0 825,596 43,452

　　　　車両運搬具 869,048 0 0 869,048 825,596 0 0 825,596 43,452

　　建設仮勘定 5,346,000 8,040,000 5,346,000 8,040,000 0 0 0 0 8,040,000

　　　　建設仮勘定 5,346,000 8,040,000 5,346,000 8,040,000 0 0 0 0 8,040,000

令和６年度  固定資産明細表（有形）
令和　７年　３月３１日

科目 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

年度末償却未済額
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注　記（令和６年度）
　
　令和６年度より、佐那河内村簡易水道事業会計に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計へ移行し、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成する。

１　重要な会計方針

(１) 資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品　移動平均法による低価法

(２) 固定資産の減価償却の方法
　ア　有形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法
　　・主な耐用年数
　　　　建物　　　　　     38年
　　　　構築物　　　　  8～80年
　　　　機械及び装置    9～30年

(３)　引当金の計上方法
　ア　退職給付引当金
　　　　本村は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、追加的負担は、全額一般会計において措置することとなっているため、
　　　退職給付引当金は計上せず、拠出時に費用処理を行っている。
　イ　賞与引当金及び法定福利費引当金
　　　　簡易水道事業会計は、簡易水道職員に期末・勤勉手当を拠出しているが、その財源は全額一般会計において措置することとなっているため、簡易水道事業会計に賞与引
　　　当金及び法定福利費引当金を計上しない。
　ウ　修繕引当金及び特別修繕引当金
　　　　該当する修繕工事がないため、原則計上しない。
　エ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

(４)　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
　
２　貸借対照表に関する注記

(１)　貸借対照表等
　ア　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む)のうち、一般会計が負担すると
　　　見込まれる額は247,128千円である。
　
３　セグメント情報の開示
　　　本村簡易水道事業は、単一セグメントであるため、記載を省略している。
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